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Ⅹ. 再委託費・共同実施費について 

ⅩⅠ. 検査 

ⅩⅡ. 委託費の支払 

ⅩⅣ. 成果報告と研究成果の発信 

ⅩⅤ. プロジェクトマネジメントシステムの概要とユーザー登録 

ⅩⅩⅢⅢ..  研研究究開開発発資資産産・・知知的的財財産産権権ににつついいてて  

１．研究開発資産の取り扱い  Ｐ．１６０ 

２．資産管理の注意点  Ｐ．１６０ 

３．知的財産権について  Ｐ．１６１ 
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（３）資産の表示

大学・国立研究開発法人等は、取得財産について標示票（様式は問いません。）を貼付し他の

財産と区分して、管理してください（業務委託契約約款（大学・国立研究開発法人等用）第２

０条第３項）。 

３３．．知知的的財財産産権権ににつついいてて

（１）日本版バイ・ドール条項

・ ＮＥＤＯでは、委託先における研究開発のインセンティブや成果意欲を高め、開発成果を効果

的に社会還元するとの狙いから「日本版バイ・ドール条項（産業技術力強化法第１７条）」を適

用し、原則として以下の条件を約定することにより、当該委託研究に係る知的財産権は、委託

元であるＮＥＤＯに譲り渡すことなく、委託先に帰属することにしています（業務委託契約約

款（大学・国立研究開発法人等用）（以下「約款」という。）第３１条）。

・ 約款では、これら知的財産権について、受ける権利の発生、権利の取得、権利の利活用に関し、

ＮＥＤＯに報告するよう規定しています（約款第２４条、第２９条、第３２条、第３３条およ

び第３４条）。

（２）移転または専用実施権設定等時の事前承認

・２００９年度以降の新規契約に係る成果の知的財産権（ノウハウを除く。）について移転等をす

・ 所有権がＮＥＤＯに帰属するものはＮＥＤＯのウェブサイトを参照してください

（トップページ＞実施者募集（公募）＞委託、補助・助成事業の手続き＞

委託事業の手続き：資産・知財・データマネジメント

https://www.nedo.go.jp/itaku-gyomu/shisan.html） 

① 委託研究に係る知的財産権の出願、申請等の手続を行った場合、ＮＥＤＯに報告

すること。

② 国が公共の利益のために必要がある場合に、当該知的財産権を無償でＮＥＤＯに

実施許諾すること。

③ 当該知的財産権を相当期間利用していない場合、国の要請に応じて、第三者に当

該知的財産権を実施許諾すること。

④ 当該知的財産権の移転または専用実施権等の設定・移転（以下「移転等」という。）

の承諾をしようとする場合、ＮＥＤＯの事前承認を得ること（２００９年度以降

の新規契約に係る成果から適用）。

⑤ ＮＥＤＯが実施する利用状況調査（バイ・ドール調査）に対して回答すること（２

０１１年度以降の新規契約に係る成果から適用）。
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１１．． 研研究究開開発発資資産産のの取取りり扱扱いい  

委託業務（共同研究業務を含む。以下同じ）を実施するために購入し、または製造した取得財産

（機械装置、車両運搬具、工具等）を研究開発資産（あるいは単に資産）といい、その所有権は、

大学・国立研究開発法人等との委託契約においては契約約款に基づき、検収または竣工検査をした

時をもって大学・国立研究開発法人等に帰属することとしています。 

本章で記載する内容は、所有権が大学・国立研究開発法人等に帰属する資産の取り扱いであり、

ＮＥＤＯに帰属するもの（※）の取り扱いとは異なります。 

※ 所有権がＮＥＤＯに帰属するものの例

・ＮＥＤＯ委託業務で企業等が取得した資産（大学に設置されているものを含む）。

・２００７年度以前に私立大学において取得した資産（２００８年度以降の資産の帰属に関す

る特別約款のない契約により取得したもの）。

これらの取り扱いは「委託業務事務処理マニュアル」や「ＮＥＤＯのＨＰ、資産・知財のペー

ジ」https://www.nedo.go.jp/itaku-gyomu/shisan.html をご確認いただくか、プロジェクト担

当部までお問い合わせください。 

２２．． 資資産産管管理理のの注注意意点点  

（１）目的外使用について

ＮＥＤＯ委託業務を実施している期間は、原則として取得した資産を委託業務以外の目的に

使用することはできません。委託業務以外の目的に使用する場合には、業務委託契約約款（大

学・国立研究開発法人等用）第２０条第４項ただし書に基づくＮＥＤＯの事前承認が必要とな

ります。ただし、以下の基準を満たす場合には、ＮＥＤＯが包括的に事前承認を与えたものと

みなし、当該委託業務以外の研究や教育活動などに使用することができます。 

・当該委託業務の推進に支障がないこと。

・使用目的は、収益事業ではないこと。

・資産の使用にかかる実費および修理費は、自己負担とすること。

・ＮＥＤＯが当該委託業務以外への使用状況について報告を求めたときは、回答すること。

（２）善管注意義務

大学・国立研究開発法人等は、業務委託契約に基づき善良な管理者の注意をもって資産の管

理を行わなければなりません（業務委託契約約款（大学・国立研究開発法人等用）第２０条第

２項）。資産に事故等が発生した際には、大学・国立研究開発法人等が復旧することになります。 
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（６）ＮＥＤＯプロジェクトマネジメントシステム（以下「ＰＭＳ」という）による知的財産権に

関する申請、報告等の手続 

・約款の規定に基づきＮＥＤＯに報告する以下の知的財産権に関する書類は、２０２０年６月から

全てＰＭＳで提出し、約款の規定に基づきＮＥＤＯに報告したものとみなします。

（ａ）産業財産権出願通知書 （約款第３２条第１項） 

（ｂ）産業財産権等出願後状況通知書 （約款第３３条） 

（ｃ）知的財産権移転通知書 （約款第３３条） 

（ｄ）知的財産権利用届出書 （約款第３４条） 

（ｅ）知的財産権移転承認申請書 （約款第３１条の３第１項） 

（ｆ）専用実施権等設定承認申請書 （約款第３１条の３第２項） 

（ｇ）知的財産権移転等届出書 （約款第３１条の４第１項） 

（ｈ）知的財産権放棄届出書 （約款第３１条の５） 

（ｉ）知的財産権帰属届出書 （約款第３５条） 

（７）ＰＭＳ知財機能の利用方法（注意：契約年度の時期により利用申請の方法が異なります）

① ２０１９年１０月時点およびこれ以降に委託契約が行われており、ＮＥＤＯから利用の申

請を行うように依頼があった事業者は、登録完了後にログインし、各契約のメニューから「知財」

アイコンをクリックしてご利用ください（（i）知的財産権帰属届出書のみ「業務の流れ」のアイコンから

提出します）。

なお、利用方法の詳細は、トップページ＞実施者募集（公募）＞委託、補助・助成事業の手続き

＞委託事業の手続き：資産・知財・データマネジメントの「知的財産権関係」をご覧ください。

https://www.nedo.go.jp/itaku-gyomu/shisan.html 

② ２０１９年９月以前に委託契約が終了した事業者で当該契約においてＰＭＳのＩＤを取得

していない事業者は、以下のＰＭＳ利用申請申込からご登録ください。

リンク先：https://app23.infoc.nedo.go.jp/qa/enquetes/ou1u1f3k2pgd

③ 詳細な手続方法については、上記「（６）ＰＭＳによる知的財産権に関する申請、報告等の手続」

で案内しているＮＥＤＯウェブサイトの知的財産権管理業務の説明資料等を参照してください。

リンク先：https://www.nedo.go.jp/itaku-gyomu/shisan.html
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るときは、以下の場合を除き、事前にＮＥＤＯの承認が必要になります（約款第３１条の３）。 

＊１：２０１４年７月１６日以降の公募案件は特別約款により、２０１５年度新規契約については２０１

５年３月１８日改正の約款により（２０１５年１１月１４日契約分まで）、ＳＩＰ（戦略イノベーショ

ン創造プログラム）における２０１４年７月１６日以降の契約は特別約款により、事前承認が必

要です。

･ 事前承認の対象となる知的財産権として、例えば特許権のほか特許を受ける権利も含まれます。

したがって、出願前の移転（プロジェクト参加者間での移転や持分の一部譲渡を含む。）も事前

承認の対象となります。 

・ 移転等をする場合、約款第３１条第３項および第４項、第３１条の３、第３１条の４、第３１

条の５、第３２条、第３３条ならびに第３４条の規定の適用に支障を与えないよう移転等先に

約定させてください（約款第３１条第５項）。

・ 前記①～④の事前承認が不要の場合であっても、知的財産権移転等届出書を事前にＮＥＤＯに

提出する必要があります（約款第３１条の４第１項）（２０１５年１１月１５日以降の新規契約

に係る成果から適用）。

（３）国等の委託による研究成果に係る出願である旨の記載

・ 国内の特許出願等の願書およびＰＣＴ国内書面には、国等の委託による研究成果に係る出願で

ある旨を記載してください（約款第３２条第２項）。

（４）知的財産権放棄の届出（２０１５年１１月１５日以降の新規契約に係る成果から適用）

・ 知的財産権（特許権等登録が行われたもの）を放棄する場合は、当該知的財産権の放棄を行う

前に、知的財産権放棄届出書をＮＥＤＯに提出する必要があります（約款第３１条の５）。

（５）封印申請書の提出

・ 業務委託契約締結以前に保有している重要技術情報については必要に応じて封印申請書（約款

第３０条）を提出してください。なお、封印申請書はＮＥＤＯに成果報告書が受領されるまでは

保管が必要です。

①合併・分割（一般承継）による場合*1

②株式会社が親会社・子会社に移転等する場合*1（ただし、その子会社又は親会社が日本

国外に存する場合を除く。） 

③技術に関する研究成果の民間事業者への移転の促進に関する法律に規定する承認事

業者（承認ＴＬＯ）又は認定事業者（認定ＴＬＯ）に移転等する場合

④技術研究組合が組合員に移転等する場合
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（６）ＮＥＤＯプロジェクトマネジメントシステム（以下「ＰＭＳ」という）による知的財産権に

関する申請、報告等の手続 

・約款の規定に基づきＮＥＤＯに報告する以下の知的財産権に関する書類は、２０２０年６月から

全てＰＭＳで提出し、約款の規定に基づきＮＥＤＯに報告したものとみなします。

（ａ）産業財産権出願通知書 （約款第３２条第１項） 

（ｂ）産業財産権等出願後状況通知書 （約款第３３条） 

（ｃ）知的財産権移転通知書 （約款第３３条） 

（ｄ）知的財産権利用届出書 （約款第３４条） 

（ｅ）知的財産権移転承認申請書 （約款第３１条の３第１項） 

（ｆ）専用実施権等設定承認申請書 （約款第３１条の３第２項） 

（ｇ）知的財産権移転等届出書 （約款第３１条の４第１項） 

（ｈ）知的財産権放棄届出書 （約款第３１条の５） 

（ｉ）知的財産権帰属届出書 （約款第３５条） 

（７）ＰＭＳ知財機能の利用方法（注意：契約年度の時期により利用申請の方法が異なります）

① ２０１９年１０月時点およびこれ以降に委託契約が行われており、ＮＥＤＯから利用の申

請を行うように依頼があった事業者は、登録完了後にログインし、各契約のメニューから「知財」

アイコンをクリックしてご利用ください（（i）知的財産権帰属届出書のみ「業務の流れ」のアイコンから

提出します）。

なお、利用方法の詳細は、トップページ＞実施者募集（公募）＞委託、補助・助成事業の手続き

＞委託事業の手続き：資産・知財・データマネジメントの「知的財産権関係」をご覧ください。

https://www.nedo.go.jp/itaku-gyomu/shisan.html 

② ２０１９年９月以前に委託契約が終了した事業者で当該契約においてＰＭＳのＩＤを取得

していない事業者は、以下のＰＭＳ利用申請申込からご登録ください。

リンク先：https://app23.infoc.nedo.go.jp/qa/enquetes/ou1u1f3k2pgd

③ 詳細な手続方法については、上記「（６）ＰＭＳによる知的財産権に関する申請、報告等の手続」

で案内しているＮＥＤＯウェブサイトの知的財産権管理業務の説明資料等を参照してください。

リンク先：https://www.nedo.go.jp/itaku-gyomu/shisan.html
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るときは、以下の場合を除き、事前にＮＥＤＯの承認が必要になります（約款第３１条の３）。 

＊１：２０１４年７月１６日以降の公募案件は特別約款により、２０１５年度新規契約については２０１

５年３月１８日改正の約款により（２０１５年１１月１４日契約分まで）、ＳＩＰ（戦略イノベーショ

ン創造プログラム）における２０１４年７月１６日以降の契約は特別約款により、事前承認が必

要です。

･ 事前承認の対象となる知的財産権として、例えば特許権のほか特許を受ける権利も含まれます。

したがって、出願前の移転（プロジェクト参加者間での移転や持分の一部譲渡を含む。）も事前

承認の対象となります。 

・ 移転等をする場合、約款第３１条第３項および第４項、第３１条の３、第３１条の４、第３１

条の５、第３２条、第３３条ならびに第３４条の規定の適用に支障を与えないよう移転等先に

約定させてください（約款第３１条第５項）。

・ 前記①～④の事前承認が不要の場合であっても、知的財産権移転等届出書を事前にＮＥＤＯに

提出する必要があります（約款第３１条の４第１項）（２０１５年１１月１５日以降の新規契約

に係る成果から適用）。

（３）国等の委託による研究成果に係る出願である旨の記載

・ 国内の特許出願等の願書およびＰＣＴ国内書面には、国等の委託による研究成果に係る出願で

ある旨を記載してください（約款第３２条第２項）。

（４）知的財産権放棄の届出（２０１５年１１月１５日以降の新規契約に係る成果から適用）

・ 知的財産権（特許権等登録が行われたもの）を放棄する場合は、当該知的財産権の放棄を行う

前に、知的財産権放棄届出書をＮＥＤＯに提出する必要があります（約款第３１条の５）。

（５）封印申請書の提出

・ 業務委託契約締結以前に保有している重要技術情報については必要に応じて封印申請書（約款

第３０条）を提出してください。なお、封印申請書はＮＥＤＯに成果報告書が受領されるまでは

保管が必要です。

①合併・分割（一般承継）による場合*1

②株式会社が親会社・子会社に移転等する場合*1（ただし、その子会社又は親会社が日本

国外に存する場合を除く。） 

③技術に関する研究成果の民間事業者への移転の促進に関する法律に規定する承認事

業者（承認ＴＬＯ）又は認定事業者（認定ＴＬＯ）に移転等する場合

④技術研究組合が組合員に移転等する場合
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Ⅰ. 委託業務の概要 

Ⅱ. 契約に関する事務手続 

Ⅲ. 契約変更に関する事務手続 

Ⅳ. 経理処理について 

Ⅴ. 物品費について 

Ⅵ. 人件費・謝金について 

Ⅶ. 旅費について 

Ⅷ. その他経費について 

Ⅸ. 間接経費について 

Ⅹ. 再委託費・共同実施費について 

ⅩⅠ. 検査 

ⅩⅡ. 委託費の支払 

ⅩⅢ. 研究開発資産・知的財産権について 

ⅩⅤ. プロジェクトマネジメントシステムの概要とユーザー登録

ⅩⅩⅣⅣ..  成成果果報報告告とと研研究究成成果果のの発発信信  

１．中間年報および成果報告書  Ｐ．１６６  

２．ＮＥＤＯ委託事業における研究成果の発信について  Ｐ．１６７  
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（８）補足

・（１）①に記載のとおり、委託研究に係る知的財産権は、ＮＥＤＯに報告することにより、委

託先に帰属することとなるので、適切に報告ができる体制を整備したうえで、漏れのないよ

うに報告してください。 

＜＜知知的的財財産産権権のの取取得得等等にに関関すするる報報告告一一覧覧＞＞

＊２：外国出願の場合は９０日以内 

＊３：２００９年度以降の新規契約に係る成果から適用 

＊４：２０１５年１１月１５日以降の新規契約に係る成果から適用 

  

 

知知的的財財産産権権

タタイイミミンンググ

特特許許権権

実実用用新新案案権権

意意匠匠権権

育育成成者者権権

回回路路配配置置

利利用用権権

著著作作権権

（（成成果果報報告告書書等等をを

除除くく著著作作権権））

ノノウウハハウウ

成成果果報報告告書書提提出出

ＮＥＤＯ と委託先が

協議の上 ＮＥＤＯ が

指定したものを提出

（約款第２９条） 

出出 願願

（（PPCCTT 国国内内移移行行書書

面面のの提提出出をを含含むむ））

産業財産権出願通知書の提出（約款

第３２条第１項により６０日*２以内）

登登 録録

（（著著作作権権はは登登録録時時まま

たたはは権権利利行行使使・・利利用用

許許諾諾時時））

産業財産権等出願後状況通知書の提

出（約款第３３条第１項により特許公報

等発行の日から６０日*２以内）

産業財産権等出願

後状況通知書の提

出（約款第３３条第２

項により速やかに） 

権権利利移移転転時時

知的財産権移転承認申請書によるＮＥＤＯの事前承認（ノウハウを除く）*３または知的財

産権移転等届出書*４提出および知的財産権移転通知書の提出（約款第３３条第３項に

より移転を行った日から６０日以内*２）

実実施施ままたたはは実実施施許許

諾諾

知的財産権利用届出書を提出（約款第３４条第１項により利用又は利用許諾した日から

６０日以内*２）

※専用実施権、専用利用権の設定をする場合は、専用実施権等設定承認申請書によ

るＮＥＤＯの事前承認が必要（著作権及びノウハウを除く）

産業財産権出願通知書および産業財産権等出願後状況通知書に記載された出願番号、登録番号等

を確認するため、例えば出願プルーフ、特許証、特許公報、登録済通知書等のエビデンスを添付

してください。 
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